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1日本河川の特性
日本の河川は川の長さが短い

上流から下流への勾配が急、一気に海へ流れる

雨が降ると、急に増水し短時間のうちに洪水

日本の降水量は世界平均の約2倍

梅雨期・台風期に集中 
図 諸外国と比べて急こう配の日本の河川（国土交通省「水害対策を考える」）
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図 世界の降水量の月別平年値の比較（国土交通省「河川の現状と課題」）

国土交通省「河川の現状と課題」 ＜
https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/gaiyou2006/pdf/c1.pdf＞

https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/gaiyou2006/pdf/c1.pdf


日本河川の特性（問題意識）

日本の都市の大部分は、 洪水時の河川水位より低い場所に位置する

図 日本とロンドの河川水位の比較（国土交通省「河川の現状と課題」）
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国土交通省「河川の現状と課題」 ＜
https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/gaiyou2006/pdf/c1.pdf＞

https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/gaiyou2006/pdf/c1.pdf


2水害の対策の問題点

行政：防災施設の整備・住民避難対策の推進 

住民 ：過剰な行政依存・情報依存 
「行政が住民を災害から守ってくれる.」 

自らの命までも行政に委ねる 

災害時の住民の対応行動 

行政からの指示待ち状態 

自らの判断で意思決定ができない（滋賀県ホームページ）

そこで、住民参加を求める

5滋賀県ホームページ＜https://www.pref.shiga.lg.jp/file/attachment/1020194.pdf＞



３住民参加のまちづくりを推進・支援する上
での現状
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出典：国土交通省n.d.

河川事務所の河川レンジャーは、行政と住民との間に立って、防災学習や水防活動等の防災・減

災を推進する活動、環境学習等の文化活動や動植物の保全等の活動を実施する、河川と地域と
の良好な関係を構築する人達



４先行研究
● 加藤ら（2010）は、2006年度から2009年度まで、NPO（ア！安全快適まちづくり）とともに、

葛飾区新小岩北地区を対象として、住民参加型の合計7回のワークショップを実施

研究結果

①住民の過去経験を活用する同時に、都市変化に注意するべき（過去の経験の適用性）

②共助の意識を喚起、地域防災資源を探す（共助意識）
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先行研究 ● 柴田(2013)らは、三重県の「住民参加に

よる多度川かわづくり事業」 を研究対象

とし、アンケート調査を実施

住民参加による環境計画の社会的受

容と計画実現への住民の協力の規定因

を明確にした

活動への協力意図の規定因は、「有

効感」「愛着」「個人的コスト評価」である。

● 鐘ヶ江ら(2011)は、「アユタヤ遺跡周辺

地域における住民と場所との心理的結

び付きが災害対策、遺跡保全意識に与

える影響に関する基礎的研究」で、アユ

タヤ遺跡の保全に関して、回答者の約

半数は現状ではアユタヤ遺跡の保全活

動への明確な参加意向を持っていない

参加意向を持っている地域住民は肯

定的な場所愛着を持っていることを明ら

かにした

8
柴田恵理砂, 広瀬幸雄. 住民参加による河川整備計画の社会的受容と計画実現にむけた住民の協力意図とそれぞれの規定因[J]. 社会安全学研究= 
Safety science review, 2013 (3): 3-19.
城月, 雅大，大槻, 知史，水田, 哲生，鐘ヶ江, 秀彦アユタヤ遺跡周辺地域における住民と場所との心理的結び付きが災害対策・遺跡保全意識に
与える影響に関する基礎的研究https://ritsumei.repo.nii.ac.jp/records/8939



先行研究
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● 小松ら（2015）は、住民の河川保全活動への

参加と継続の要因について、愛知県及び岐

阜県の庄内川流域の河川管理において、「庄

内川アダプト」の32参加団体と5環境ボラン

ティア団体への所属の有無別の参加と継続

意図の規定要因の違いを明らかにした

● 河川保全活動への参加は「愛着」・「費用便

益評価」から同じぐらいの影響を受ける

図 河川保全活動の規定要因

小松郁也, 村上一真. 住民の河川保全活動への参加と継続の要因に関する構造分析―アダプト・プ
ログラムに着目して―[J]. 土木学会論文集 G (環境), 2015, 71(5): I_337-I_345. 



先行研究のまとめ

加藤ら（2010）は、行政以外の第三者の河川整備への市民参加を分析し

たが、参加の意思決定及び協力の行動が不明

  小松ら（2015）より、河川保全活動への参加意図の影響が明らかになった。

しかし、小松らの研究は河川の保全活動を中心としており、水害防止ではな

い。活動実施の目的による市民参加の要因も相違があると考え、防災活動

に対する市民参加の要因を明確する必要がある
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５研究目的・内容
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●本研究は、水害対策に向けて、行政・地域コミュニティと河川レンジャー・NPO

という自治体の範囲を超える団体による洪水に対する活動を比べ、防災活動

に対する市民参加の促進を目指し、市民参加意図に与える要因を明らかに

することを目的とする。

●まずは文献調査とヒアリング調査で水害の具体的な地域の防災活動の実施

状況を調査し、河川の防災活動を実施する問題点を明確にする

●アンケート調査を実施し、参加要因の明確化により、防災活動課題の解決、

改善策の提案などを行う



６研究意義
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都市化による川まちづくりや、河川景観の改善など美観、コミュニティ構築

に関する対策への市民参加

近年、都市化に伴い、土地利用変化、豪雨などの頻発、深刻な都市型水

害が発生している。防災面の水害対策が必要

●本研究は各団体による防災活動の市民参加を注目

●参加を促進するため、市民参加意識に与える要因を明らかにする

●整備計画や河川管理への市民参加行動を喚起・維持、安心・安全な都市

社会を構築



研究対象地域 木津川下流

淀川水系淀川・宇治川・木津川・桂川洪水浸水想定区域図 (想定最大規模)
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７研究対象地域 木津川下流
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淀川流域においては、下流部に大阪市、中流部に京
都市その他数多くの衛星都市をかかえており、関西
地方の社会、経済、文化の基盤をなし、日本の政治
経済の中心として栄え、人々の生活・文化を育んで
きた。また、低地に大都市が発達し、人口と資産が
集中しているため、万が一堤防が決壊した場合、大
きな被害を生じる恐れがある。

八幡市市役所ホームページ 八幡市ハザードマップ木津川浸水想定区域図A2版(ファイ
ル名：A2kizugawatizu.pdf サイズ：9.54MB)

国土交通省近畿地方整備局 淀川水系https://www.kkr.mlit.go.jp/river/kasen/yodogawa.html



８ヒアリング調査

15

河川の整備・保全と地域住民の関わり、防災・水害対策活動への住民参加を促すため

にどのような取組を行っているか、また、それぞれが実施する活動内容に関する問題につ

いて、ヒアリング調査を実施

淀川河川事務所 2022/12/7（火） 淀川水系の現状と住民との繋がりを明確
しました

木津川出張所管内の河川レ

ンジャー

2022/12/7（火） 実施した活動の住民参加の状況と近年参
加人数の変化を明確しました

羽束師地区防災部会 2022/12/23（金） 防災教育の状況と住民参加者の構造を明
確しました

桂川出張所管内河川レン

ジャー

2022/12/23（金） 防災部会と連携し、実施した活動の住民参
加の状況と参加難し点を明確しました

木津川市役所危機管理課 2023/01/20（金） 木津川市ハザードマップの実施状況と行
政からの難し点を明確しました



ヒアリングから明確になった内容
•河川を管理する国の機関として、 淀川河川事務所では、人々の声をあまり効果的に取り入れるこ

とができまない。そのため、人々の声を効果的に集め、行政と協力して政策を実行する河川レン

ジャーのような人材と組織が必要である。イベントを通じて、住民の自助・共助の意識を高めること

が期待される。

•河川レンジャーはできるだけ、気軽でシンプルなイベントを企画し、そうすることで、人々はますます参加しや

すくしている。

•「参加せざるを得ない」の原因は役員であるが、参加後の防災意識が高った。

•転入者や水害の経験が無い住民は水害に対する関心度はより低く、演習などの活動に参加しても、

危機感の喚起は困難であり、防災活動に対する関心や理解度も高めずらい。

•情報源の重要性が明確になった。高齢者への配慮をしなければならない。
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参加経験がない人に対する仮説モデル



９アンケート調査
１. 配布範囲

    木津川圏域内八幡市。

２. 調査人数は601人（配布数）、郵
送による配布・回収。

３. 回収数７３部（回収率：１２.１％）

（洪水に関わる活動に参加経験あ
る人5部、参加経験ない人６８部）

４. 有効回答数60

データ不足ため、今回、参加経験な
いの６０部に絞って分析

配布時間2023年8月１日ー2023年8
月3日

回収期間2023年9月15日ー2023年
9月20日
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八幡市市役所ホームページ 八幡市ハザードマップ木津川浸水想定区域図A2版(ファイル
名：A2kizugawatizu.pdf サイズ：9.54MB)

〒614-8011
京都府八幡市八
幡垣内山

〒614-8062
京都府 八幡市
八幡清水井



46%(28
)50%(30

)

4%(2)

性别

男性 女性 答えたくない

5% 5%
3%

24%(14
)

24%(14
)

39%(23
)

年齢

10-20代 30代 40代
50代 60代 70代以上

26%(17)

6%

12%
0% 1%8%0%8%

39%(23)

職業

会社員 公務員 自営業

会社役員 自由業 専業主婦(夫)
学生 パート・アルバイト 無職

6% 3%

19%(11)

8%

15%(9)

49%(29)

現在のお住まいの居住期間

出生時から 1年未満 1年以上5年未満
5年以上10年未満 10年以上20年未満 20年以上

41%(25)

6%3%4%
9%

11%(7)

11%(7)

12%(8) 3%

居住形態

持家１戸建て 借家１戸建て 持家集合住宅の１階

持家集合住宅の2階 持家集合住宅の3階以上 借家集合住宅の１階

借家集合住宅の2階 借家集合住宅の3階以上 居住形態   その他

基礎的情報



3% 7%(4)
4%

0%
0%

86%(52)

同居子供の有無

居住形態   その他 就学前 小学生 中学生 高校生 なし

38%(23)

12%(7)0%5%

45%(27)

同居家族内での以下の方(自身を含む)の有無

65歳以上の方 身体に障がいがあり、自力避難ができない方

妊産婦 知的障がいがある方こころの病気の方

なし

1%0%0%

0%

99%

あなたは河川整備や防災などに関する組織に加入し

ていますか

消防団 自主防災組織 NPO法人 その他の組織 加入していない

複数回答可複数回答可

複数回答可



外部情報 普段から目にしている洪水から人を守る活動に関する情報は十分であると思いますか

知識 洪水から人を守る活動の情報を知っていると思いますか

関心 洪水から人を守る活動について、関心を持っていますか

危機感 なたは洪水から人を守る活動に参加しないと、水害のリスク（河川氾濫による、お住まい
や、よく行く場所への危険）が及びやすくなると思いますか

有効感 あなたが参加することを通じて、より良い河川の整備や、防災活動などの計画策定や実施
ができると思いますか

愛着感 お住まいの地域の河川に愛着感を持っていますか

共助意識 水害時における地域住民相互の助け合いは重要だと思いますか

コスト感（行政/河川レン
ジャー）

洪水から人を守る活動への参加は住民の手間や負担がかかると思いますか

実施可能性（行政/河川レ
ンジャー）

洪水から人を守る活動に参加しにくいと思いますか

自助意識 洪水時の自分の安全を守るための知識・方法などを把握していると思いますか。

参加行動意図（行政/河
川レンジャー）

洪水から人を守る活動に参加したいと思いますか

選択肢：そう思う、ややそう思う、どちらでもない、あまりそう思わない、そう思わない
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外部情報

知識

関心

危機感

有効感

愛着感

共助意識

コスト感（行政）

コスト感（河川…

実施可能性（行…

実施可能性（河…

自助意識

参加行動意図…

参加行動意図…

要素統計

そう思う ややそう思う どちらでもない あまりそう思わない そう思わない



モデル R R2 乗 調整済み R2 乗

推定値の標準誤

差 F 値 有意確率

1 .249
a 0.062 -0.078 1.308 0.444 .869

b

2 .805
b 0.649 0.473 0.915 3.690 <.001

c

モデルの要約

a. 予測値: (定数)、組織の加入, 年齢, 居住期間, 頻度, 居住形態, 性別, 職業。

b. 予測値: (定数)、組織の加入, 年齢, 居住期間, 頻度, 居住形態, 性別, 職業, 共助意識, 有効感, 自助意識, 経験適用感, 実施可能

回帰モデル全体としては、R2が0.473と全体の約47%を説明できている。
有意確率も0.001未満と有意である。



• 外部情報、関心、有効感、愛着感が有意
（P＜0.05）ある。

• 外部情報はβ＝-0.316と負の相関があると
分かった。

• すべての変数はVIF＜5であり多重共線性
の問題はない。

• 表から、外部情報から参加行動意図には負
の影響があることがわかるが、これは住民
が情報が十分あると考えると、活動に参加
することの重要性を感じない程度に自分自
身を満足させてしまっている可能性がある。

• 一方、市民参加の有効感は最も大きな正の
影響があり、市民参加の重要性を啓発する
ことが重要である。



モデル R R2 乗 調整済み R2 乗

推定値の標準誤

差 F 値 有意確率

1 .320
a 0.102 -0.031 1.277 0.765 .619

b

2 .802
b 0.644 0.466 0.919 3.615 <.001

c

a. 予測値: (定数)、組織の加入, 年齢, 居住期間, 頻度, 居住形態, 性別, 職業。

モデルの要約

b. 予測値: (定数)、組織の加入, 年齢, 居住期間, 頻度, 居住形態, 性別, 職業, 共助意識, 有効感, 自助意識, 経験適用感, コスト感

回帰モデル全体としては、調整済みR2が0.466と全体の約47%を説明できている。
有意確率も0.001未満と有意である。



• 外部情報、関心、有効感はP＜0.05で有意であ
る。

• 愛着はP<0.10で有意である。
• 情報はβ＝-0.338と負の相関があると分かった。
• すべての変数はVIF＜5であり多重共線性の問

題はない。
• 行政・地域コミュニティが主催する活動と同じ
ような結果となった。

• 住民の愛着感による参加意図への影響は、行政
・地域コミュニティが主催する活動の方が本分
析の活動より明確に示されている（有意確率が
前者では0.05で、後者では0.10で有意）。

• 外部情報の負の影響、市民参加の有効感の正の
影響については前の分析と同じような結果であ
り、同様な課題を有する。



現時点でのまとめ
• 市などの行政機関が実施する活動への参加行動意図は、外部情報、関心、
有効感、愛着感の4つの要因が影響している。

• 河川レンジャーやNPOが実施する活動については、行政・地域コミュニ
ティの活動と比較し、愛着感との関係が明確ではない。

• 「外部情報は十分であると思いますか」に対して、「そう思う」・「やや
そう思う」と回答した住民は「有効感」が高くないため、洪水から人を守
る活動に参加する意識が低いと考えられる。

• 市民活動への参加促進には、外部情報の発信において、地域への愛着の喚
起、河川整備への市民参加の有効性を住民に伝えることも重要である。



１０これからの計画

1. 回収したサンプル数が少ないため、八幡市で水害リスのク高
い・低い二つの地域を選び、web調査を行う。

2. 今回、年齢層のバランスがよくないため（50歳代以上が多
数）、上記のweb調査で年齢層（特に若年層のサンプル数を
増やし）と地域住民の参加意欲を再分析する。

3. その上で、本研究と同様の結果が出る場合は、八幡市が提供
している洪水に関わる情報を分析し、市民参加の向上につな
がる政策提言について考察する。



主要参考文献

１）国土交通省「河川の現状と課題」  ＜
ht tps : / /www.ml i t .go. jp / r iver /pamphlet_ j i re i / kasen/ga iyou/panf /ga iyou2006/pdf /c1.pdf＞2022年5月20日閲覧

２）国土交通省「水害対策を考える」＜  
h t tps : / /www.ml i t .go. jp / r iver /pamphlet_ j i re i /bousai /sa iga i /k i roku/su iga i /su iga i .h tml＞2022年5月20日閲覧

３）国土交通省、河川審議会都市内河川小委員会「河川を活かした都市の再構築の基本的方向中間報告」平成１０年

９月＜ht tps : / /www.ml i t .go. jp / r iver /sh inngika i_b log/past_sh inngika i /sh inngika i /sh ing i /9909205a.html＞  
2022年5月20日閲覧

４）流域治水事業展開ワーキンググループ「流域治水を推進するための提言~流域一体となって対処する治水対策の
推進に向けて~ 」令和3年2月22日＜ht tp : / /www.ct ie .co. jp /news/up loads/2021/03/ in fo_20210302.pdf＞  2022年
5月20日閲覧

５）国土交通省  水管理・国土保全局  「水害レポート2020」＜  
h t tps : / /www.ml i t .go. jp / r iver /pamphlet_ j i re i /pdf /su iga i2020.pdf＞  2022年5月20日閲覧

６）国土技術政策総合研究所「都市型水害」＜

ht tp : / /www.n i l im.go. jp / lab/ rcg/newhp/yougo/words/071/html /071_main.html＞  2022年5月20日閲覧

７）滋賀県ホームページ＜ht tps : / /www.pref .sh iga. lg . jp / f i le /a t tachment /1020194.pdf＞  2022年5月20日閲覧

8）荒畑俊治 .  河川整備計画の公聴会におけるリスク・コミュニケーションに関する研究 [ J ] .  2015.

9）柴田恵理砂 ,  広瀬幸雄 .  住民参加による河川整備計画の社会的受容と計画実現にむけた住民の協力意図とそれぞれ
の規定因 [ J ] .  社会安全学研究= Safety  sc ience rev iew,  2013 (3) :  3-19.

https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/gaiyou2006/pdf/c1.pdf
https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/bousai/saigai/kiroku/suigai/suigai.html
https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/pdf/suigai2020.pdf


10）小松郁也 ,  村上一真 .  住民の河川保全活動への参加と継続の要因に関する構造分析―
アダプト・プログラムに着目して―[J] .  土木学会論文集  G (環境) ,  2015, 71(5):  I_337-
I_345. 
11）大野智彦 .  日本の河川政策における市民参加と社会関係資本 [J] .  2008.
12）大沼進 ,  中谷内一也 .  環境政策における合意形成過程での市民参加の位置づけ :  千歳
川放水路計画の事例調査 [J] .  社会心理学研究 ,  2003, 19(1):  18-29.
13）小松郁也 ,  村上一真 .  住民の河川保全活動への参加と継続の要因に関する構造分析―
アダプト・プログラムに着目して―[J] .  土木学会論文集  G (環境) ,  2015, 71(5):  I_337-
I_345. 
14）京都府（平成29年）「淀川水系宇治川圏域河川整備計画  (変更)」＜
https: / /www.pref.kyoto. jp/kasen/documents/kasendocumentsuj igawa-
keikaku_201707.pdf＞2022年10月20日閲覧
15）三阪和弘 ,  小池俊雄 .  水害対策行動と環境行動に至る心理プロセスと地域差の要因 [J] .  
土木学会論文集  B, 2006, 62(1):  16-26
16）馬場健司 ,  松浦正浩 ,  篠田さやか ,  等 .  ステークホルダー分析に基づく防災・インフラ
分野における気候変動適応策実装化への提案-東京都における都市型水害のケーススタ
ディ [J] .  土木学会論文集  G (環境) ,  2012, 68(6):  I I_443-I I_454.


